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１ 背景及び趣旨 

  平成 23年５月に策定した「龍ケ崎市立小中学校適正規模適正配置に関する基本方針」

では、理想的な中学校の規模について、「全ての教科の担任が配置でき、かつ、多様な教

育活動ができる１学年３学級（計９学級。学級数は普通学級）以上」と定めています。 

  平成 30年度において、愛宕中学校及び城南中学校の学級数はそれぞれ計６学級となっ

ており、理想的な学校規模に達していない状況となっています。 

  愛宕中学校及び城南中学校においては、今後も生徒数が減少する見込みとなってお

り、現状を放置すると、十分な教職員の配置や部活動の維持をはじめ、中学生の充実し

た教育環境を維持できなくなるおそれがあります。 

  今後、中学校における教育の質を高めていくためには、一定以上の学校規模にしてい

く必要があることから、教育委員会としては、これを喫緊の課題と捉え、愛宕中学校と

城南中学校の統合に向けた検討を行い、この度、その基本方針を策定しました。 

  なお、平成 30年３月に策定した「龍ケ崎市の新しい学校づくりに関する基本方針」に

おいては、今後、施設一体型小中一貫校のモデル校の設置を検討していくこととしたと

ころであり、この度の両校の統合に向けた取組については、当該モデル校の設置に向け

た先行的な取組として位置付け、推進していくこととします。 

  

２ 生徒数の推移及び将来推計について 

 (1) 愛宕中学校 

ア 生徒数の推移 

    昭和 50年代、生徒数は増加の一途をたどり、昭和 58年度には、1,300人を超える

状況となっていたことから、昭和 59 年４月、愛宕中学校の分離校として城西中学校

が新設されました。 

    さらに、平成 11 年４月には、竜ヶ崎ニュータウン龍ヶ岡地区の宅地開発に対応す

るため、城ノ内中学校を新設しました。これにより、松ケ丘、中里、城ノ内の一部等

と併せて羽原町、貝原塚町、泉町についても愛宕中学校から城ノ内中学校の区域とな

りました。 

    分離校（城ノ内中学校）を新設した平成 11 年度の生徒数は、555 人（普通学級数

15）でしたが、それ以降は減少傾向に転じ、平成 30年度の生徒数は、179人（普通学

級数６）となっています。これは、平成 11年度と比較すると 67.7％の減少となって

います。 

 平成 11年度 平成 30年度 減少率 

生徒数 555人 179人 －67.7％ 

普通学級数 15学級 ６学級 －60.0％ 

    ※ 分離校（城ノ内中学校）新設後の生徒数は、平成 11年度がピークとな 

り、それ以降、減少傾向となっています。 
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イ 生徒数の将来推計 

    平成 36年度（2024年度）までの愛宕中学校の生徒数について、住民基本台帳の年

齢別人口に入学率や学年進行による増減等を加味して推計した結果を別紙に示して

います。この推計では、平成 33年度（2021年度）まではほぼ横ばいで推移するもの

の、再び減少に転じ、平成 36年度（2024年度）には 136人となり、平成 30年度と比

較して 40 人以上減少する見込みです。また、普通学級数については、平成 34 年度

（2022年度）以降、５学級になる見込みとなっています。 

 

 (2) 城南中学校 

ア 生徒数の推移 

    平成 10年度の生徒数は、664人（普通学級数 18）でしたが、平成 11年４月の城ノ

内中学校新設により、城南中学校の学区の一部（長戸小学校の学区、八代町、白羽及

び城ノ内の一部）が城ノ内中学校の区域となりました。平成 11年の生徒数は、521人

（普通学級数 15）でしたが、それ以降は減少傾向に転じ、平成 30 年度の生徒数は、

207 人（普通学級数６）となっています。これは、平成 11 年度と比較すると 60.3％

の減少となっています。 

 平成 11年度 平成 30年度 ピーク時との比較 

生徒数 521人 207人 －60.3％ 

普通学級数 15学級 ６学級 －60.0％ 

    ※ 分離校（城ノ内中学校）新設後の生徒数は、平成 11年度がピークとな 

り、それ以降、減少傾向となっています。 

   

イ 生徒数の将来推計 

    平成 36年度（2024年度）までの城南中学校の生徒数について、愛宕中学校と同様

に推計した結果を別紙に示しています。この推計では、平成 36年度（2024年度）の

生徒数が 143人となっており、平成 30年度と比較して 60人以上減少する見込みとな

っています。また、普通学級数については、平成 36年度（2024年度）まで６学級を

維持できる見込みとなっていますが、１学年の普通学級の生徒数を 41 人と見込んで

いることから、今後の状況によっては、同学年の普通学級数が１クラスとなる可能性

があります。 

 

(3) 両校が統合した場合の生徒数の将来推計 

   愛宕中学校と城南中学校が統合したと仮定し、平成 36年度（2024年度）までの生徒

数の推計を別紙に示しています。 

   平成 36年度（2024年度）の推計値では、生徒数が 279人となる見込みであり、普通

学級数については、各学年とも３クラスとなる見込みであることから、龍ケ崎市の適正

規模の基準を満たす規模となっています。 

※ 平成から新元号に移行するまでの間、暫定措置として平成の後ろに西暦を併記しています。 
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３ 公立・小中学校の適正規模に関する基準等について 

公立の小中学校に係る適正規模に関する国、茨城県及び本市における基準等は、次のと

おりとなっています。 

(1) 国の基準 

○ 学校教育法施行規則（昭和 22年文部省令第 11号） 

第 41条 小学校の学級数は、12学級以上 18学級以下を標準とする。ただし、地

域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 

第 79条 第 41条から第 49条まで、第 50条第２項、第 54条から第 68条までの

規定は、中学校に準用する。 

 

○ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律（昭和 33年法律第 81号） 

     （国の負担） 

    第３条 国は、政令で定める限度において、次の各号に掲げる経費について、そ

の一部を負担する。この場合において、その負担割合は、それぞれ当該各号に

定める割合によるものとする。 

     (4) 公立の小学校、中学校及び義務教育学校を適正な規模にするため統合し

ようとすることに伴って必要となり、又は統合したことに伴って必要とな

った校舎又は屋内運動場の新築又は増築に要する経費 ２分の１ 

    ２ 前項第１号の教室の不足の範囲及び同項第４号の適正な規模の条件は、政

令で定める。 

 

 ○ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令（昭和 33年政令第 189

号） 

（適正な規模の条件） 

     第４条 法第３条第１項第４号の適正な規模の条件は、次に掲げるものとする。 

       (1) 学級数が、小学校及び中学校にあってはおおむね 12 学級から 18 学級ま

で、義務教育学校にあってはおおむね 18 学級から 27 学級までであること。 

       (2) 通学距離が、小学校にあってはおおむね４キロメートル以内、中学校及び

義務教育学校にあってはおおむね６キロメートル以内であること。 

     ２ ５学級以下の学級数の小学校若しくは中学校又は８学級以下の学級数の義

務教育学校と前項第１号に規定する学級数の学校とを統合する場合において

は、同号中「18学級まで」とあるのは「24学級まで」と、「27学級」とあるの

は「36学級」とする。 

     ３ 統合後の学校の学級数又は通学距離が第１項第１号又は第２号に掲げる条

件に適合しない場合においても、文部科学大臣が教育効果、交通の便その他の

事情を考慮して適当と認めるときは、当該学級数又は通学距離は、同項第１号

又は第２号に掲げる条件に適合するものとみなす。 
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(2) 茨城県の基準 

  ○ 公立小・中学校の適正規模について（指針）（平成 20年４月茨城県教育委員会策定） 

    【小・中学校の適正規模の基準】 

○小学校‥クラス替えが可能である各学年２学級以上となる 12 学級以上が望ま

しい。 

○中学校‥クラス替えが可能で全ての教科の担任が配置できる９学級以上が望

ましい。（国語・社会・数学・理科・英語に複数の教員の配置が可能） 

 

(3) 龍ケ崎市の基準 

 ○ 龍ケ崎市立小中学校適正規模適正配置に関する基本方針（平成 23 年５月龍ケ崎市

教育委員会策定） 

   【小中学校の適正規模について】 

○小学校‥各学年ともにクラス替えによる交流が図られるよう１学年２学級（計

12学級）以上とする。 

○中学校‥全ての教科の担任が配置でき、かつ、多様な教育活動が展開できるよう

１学年３学級（計９学級）以上とする。 

 

４ 小規模校の課題及び統合の効果について 

(1) 小規模校の課題 

   平成 27 年１月に文部科学省が策定した「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置

等に関する手引」（以下「適正規模・適正配置等手引」といいます。）においては、小規

模校の課題を次のとおり整理しています。 

ア 学級数が少ないことによる学校運営上の課題 

    一般に学級数が少ない学校においては、児童生徒数や教職員数が少なくなることに

よる影響も含め、下記のような学校運営上の課題が生じる可能性があるとしています。 

   (ｱ) クラス替えが全部又は一部の学年でできない。 

   (ｲ) クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない。 

   (ｳ) 加配なしには、習熟度別指導などクラスの枠を超えた多様な指導形態がとりに

くい。 

   (ｴ) クラブ活動や部活動の種類が限定される。 

   (ｵ) 運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行事の教育効果が下がる。 

   (ｶ) 男女比の偏りが生じやすい。 

   (ｷ) 上級生・下級生間のコミュニケーションが少なくなる、学習や進路選択の模範と

なる先輩の数が少なくなる。 

   (ｸ) 体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じる。 

   (ｹ) 班活動やグループ分けに制約が生じる。 

   (ｺ) 協働的な学習で取り上げる課題に制約が生じる。 

   (ｻ) 教科等が得意な子供の考えにクラス全体が引っ張られがちとなる。 
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   (ｼ) 生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける。 

   (ｽ) 児童生徒から多様な発言が引き出しにくく、授業展開に制約が生じる。 

   (ｾ) 教員と児童生徒との心理的な距離が近くなりすぎる。 

 

イ 教職員数が少なくなることによる学校運営上の課題 

小中学校共通して、学級数が少なくなるに従い、配置される教職員数が少なくなる

ため、次のような問題が顕在化し、結果として教育活動に大きな制約が生じるおそれ

があるとしています。 

(ｱ) 経験年数、専門性、男女比等バランスのとれた教職員配置やそれらを生かした指

導の充実が困難となる。 

(ｲ) 教員個人の力量への依存度が高まり、教育活動が人事異動に過度に左右された

り、教員数が毎年変動することにより、学校経営が不安定になったりする可能性が

ある。 

(ｳ) 児童生徒の良さが多面的に評価されにくくなる可能性がある、多様な価値観に

触れさせることが困難となる。 

(ｴ) ティーム・ティーチング、グループ別指導、習熟度別指導、専科指導等の多様な

指導方法をとることが困難となる。 

(ｵ) 教職員一人当たりの校務負担や行事に関わる負担が重く、校内研修の時間が十

分確保できない。 

(ｶ) 学年によって学級数や学級当たりの人数が大きく異なる場合、教員間に負担の

大きな不均衡が生じる。 

   (ｷ) 平日の校外研修や他校で行われる研究協議会等に参加することが困難となる。 

(ｸ) 教員同士が切磋琢磨する環境を作りにくく、指導技術の相互伝達がなされにく

い（学年会や教科会等が成立しない）。 

(ｹ) 学校が直面する様々な課題に組織的に対応することが困難な場合がある。 

   (ｺ) 免許外指導の教科が生まれる可能性がある。 

   (ｻ) クラブ活動や部活動の指導者確保が困難となる。 

 

ウ 学校運営上の課題が児童生徒に与える影響 

    上記のような学校運営上の課題が生じた場合、児童生徒には次のような影響を与え

る可能性があるとしています。 

(ｱ) 集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験を積みにくく、社会性やコミ

ュニケーション能力が身につきにくい。 

   (ｲ) 児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい。 

   (ｳ) 協働的な学びの実現が困難となる。 

   (ｴ) 教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられない可能性がある。 

(ｵ) 切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい。 

   (ｶ) 教員への依存心が強まる可能性がある。 
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   (ｷ) 進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある。 

   (ｸ) 多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい。 

   (ｹ) 多様な活用の機会がなく、多面的な評価の中で個性を伸ばすことが難しい。 

 

エ 望ましい学級数の考え方 

適正規模・適正配置等手引においては、以上の課題等を踏まえ、望ましい学級数に

ついて次のように示しています。 

(ｱ) 小学校 

     全学年でクラス替えを可能としたり、学習活動の特質に応じて学級を超えた集団

を編成したり、同学年に複数教員を配置するためには１学年２学級以上（１２学級

以上）あることが望ましい。 

   (ｲ) 中学校 

     免許外指導をなくしたり、全ての授業で教科担任による学習指導を行ったりする

ためには、少なくとも９学級以上を確保することが望ましい。 

 

(2) 統合の効果について 

適正規模・適正配置等手引においては、過去の学校統合事例から、統合の効果につい

ておおむね次のようなものが報告されているとしています。 

ア 児童生徒への直接的な効果 

   (ｱ) 良い意味での競い合いが生まれた、向上心が高まった。 

   (ｲ) 以前よりもたくましくなった、教師に対する依存心が減った。 

   (ｳ) 社会性やコミュニケーション能力が高まった。 

   (ｴ) 切磋琢磨する環境の中で学力や学習意欲が向上した。 

   (ｵ) 友人が増えた、男女比の偏りが少なくなった。 

   (ｶ) 多様な意見に触れる機会が増えた。 

   (ｷ) 異年齢交流が増えた、集団遊びが成立するようになった、休憩時間や放課後での

外遊びが増えた。 

   (ｸ) 学校が楽しいと答える子供が増えた。 

   (ｹ) 進学に伴うギャップが緩和された。 

   (ｺ) 多様な進路が意識されるようになった。 

 

イ 指導体制や指導方法、環境整備等に与えた効果 

   (ｱ) 複式学級が解消された。 

   (ｲ) クラス替えが可能になった。 

   (ｳ) より多くの教職員が多面的な観点で指導できるようになった。 

   (ｴ) 校内研修が活性化した、教職員間で協力して指導にあたる意識や互いの良さを

取り入れる意識が高まった。 

   (ｵ) グループ学習や班活動が活性化した、授業で多様な意見を引き出せるようにな
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った。 

   (ｶ) 音楽、体育等における集団で行う教育活動、運動会や学芸会、クラブ活動、部活

動などが充実した。 

   (ｷ) 少人数指導や習熟度別指導などの多様な指導形態が可能になった。 

   (ｸ) 一定の児童生徒数の確保により、特別支援学級が開設できた、特別支援教育の活

動が充実した。 

   (ｹ) バランスの取れた教員配置が可能となった、免許外指導が解消又は減少した。 

   (ｺ) 施設設備が改善され教育活動が展開しやすくなった、教育教具が量的に充実し

た。 

   (ｻ) 校務の効率化が進んだ、教育予算の効果的活用が進んだ。 

   (ｼ) 保護者同士の交流関係が広がった、ＰＴＡ活動が活性化した、学校と地域との連

携協働関係が強化された。 

 

５ 通学区域の状況について 

本市の小中学校の通学区域については、龍ケ崎市学齢児童生徒の就学すべき学校指定に

関する規則（昭和 41年龍ケ崎市教育委員会規則第 16号）に定められており、愛宕中学校

及び城南中学校の通学区域については、それぞれ次のとおりとなっています。 

(1) 愛宕中学校 

ア 通学区域 

   (ｱ) 龍ケ崎小学校の通学区域の一部（富士見、根町、愛戸町） 

(ｲ) 川原代小学校の通学区域の一部（川原代町姫宮地区、川原代町知手地区） 

(ｳ) 龍ケ崎西小学校の通学区域（高砂及び直鮒を除く。米町、水門、姫宮町、新町、

馴馬町上米、馴柴町の一部、高須町、大留町、長沖新田町、須藤堀町、長沖町、豊

田町、北方町、羽黒町、南が丘） 

   (ｴ) 馴馬台小学校の通学区域の一部（馴馬町、平台の一部） 

※ 馴馬町地区のほとんどの児童は、指定校変更申請により、中根台中学校に進

学しています。 

 

イ 通学距離 

    愛宕中学校の通学区域において、学校から最も遠い地区は豊田町根柄地区となって

おり、その距離は約 6.5㎞となっています。 

 

(2) 城南中学校 

ア 通学区域 

(ｱ) 龍ケ崎小学校の通学区域（富士見、根町及び愛戸町を除く。高砂、直鮒、出し山

町、野原町、光順田、田町、城下、横町、上町、栄町、下町、砂町、緑町） 

   (ｲ) 大宮小学校の通学区域（大徳町、宮渕町、佐沼町、上大徳新町） 
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イ 通学距離 

    城南中学校の通学区域において、学校から最も遠い地区は大徳町北河原地区となっ

ており、その距離は約 4.1㎞となっています。 

 

(3) 両校が統合した場合の通学距離について 

   愛宕中学校と城南中学校が統合したと仮定し、統合先を愛宕中学校又は城南中学校と

した場合のそれぞれの通学距離について、次に示します。 

 

ア 愛宕中学校が統合先となった場合 

    愛宕中学校が統合先となった場合、統合前の城南中学校の通学区域で愛宕中学校か

ら最も遠い地区は大徳町北河原地区となり、その距離は約 5.5㎞となります。 

    したがって、統合後においても、愛宕中学校から最も遠い地区は、統合前の愛宕中

学校の通学区域の豊田町根柄地区となります。  

    

イ 城南中学校が統合先となった場合 

    城南中学校が統合先となった場合、統合前の愛宕中学校の通学区域で城南中学校か

ら最も遠い地区は豊田町根柄地区となり、その距離は約 7.8㎞となります。 

    したがって、統合後において城南中学校から最も遠い地区は、統合前の愛宕中学校

の通学区域の豊田町根柄地区になり、統合により、当該地区の通学距離は、国の基準

である６㎞を大きく上回ることとなります。 

 

 

 

中学校区図 

城ノ内中学校区 

城南中学校区 

中根台中学校区 

愛宕中学校区 

城西中学校区 

長山中学校区 
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６ 教職員の配置基準について 

 公立小中学校における教職員の配置基準については、公立義務教育諸学校の学級編成

及び教職員定数の標準に関する法律（昭和 33年法律第 116号）において定められてお

り、学級数に応じた掛け率を乗じて教職員数を算定することとなっています。 

  同基準により教職員数を算定すると次のとおりとなります。 

 

○ 小学校 

（単位：人） 

学級数 校長 教頭 
教諭 

教員計 養護教諭 事務職員 合計 
学級担任 担任外 小計 

２学級 １ ― ２ ― ２ 3.00 ― ― 3.00 

３学級 １ ― ３ 0.75 3.75 4.75 １ 0.75 6.50 

５学級 １ ― ５ １ ６ 7.00 １ １ 9.00 

６学級 １ 0.75 ６ １ ７ 8.75 １ １ 10.75 

12学級 １ １ 12 1.5 13.5 15.50 １ １ 17.50 

 

○ 中学校 

（単位：人） 

学級数 校長 教頭 
教諭 

教員計 養護教諭 事務職員 合計 
教科担任 小計 

２学級 １ ― ６ ６ 7.00 ― ― 7.00 

３学級 １ 0.5 7.5 7.5 9.00 １ 0.75 10.75 

５学級 １ 0.5 7.8 7.8 9.30 １ １ 11.30 

６学級 １ １ 9.5 9.5 11.50 １ １ 13.50 

９学級 １ １ 14.48 14.48 16.48 １ １ 18.48 

 

○ 中学校におけるモデル的教職員配置（５学級・６学級・９学級） 

   上記の算定結果を基に、中学校におけるモデル的な教職員配置の例を示すと次のと

おりとなります。 

（単位：人） 

区分 校長 教頭 
教諭 

国語 社会 数学 理科 英語 音楽 美術 保健体育 技術 家庭 

５学級 １ １ １ １ １ １ １ １  １ １  

６学級 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ 

９学級 １ １ ２ ２ ２ ２ ２ １ １ １ １ １ 

※ あくまでも標準的なモデル配置であり、実際の教職員配置は学校の事情によって異な

ります。 
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７ 学校施設の現状について 

(1) 愛宕中学校 

   愛宕中学校の現在の校舎は、平成２年度に建築され、築 28 年を経過しています。体

育館については、平成７年度に建築され、築 23年を経過しています。 

   この間、大規模な改修工事としては、平成 25年度に普通教室へのエアコン設置工事、

平成 27 年度に校舎の屋上防水工事（一部）及び外壁塗装工事（一部）並びに体育館の

非構造部材耐震改修工事、平成 28 年度に体育館の屋根・外壁改修工事を実施していま

す。 

   平成 30 年度における教室の利用状況は、次の表のとおりとなっていますが、以前は

普通教室であった教室を特別教室や倉庫として転用していることから、仮に愛宕中学校

と城南中学校が統合し、愛宕中学校が統合先になったとしても、普通教室及び特別教室

は、十分に確保できる見込みです。 

  

普 

通 

特別教室関係 

倉 

庫 

理 

科 

音 

楽 

美 

術 

技 
術 

家 

庭 
外
国
語 

視
聴
覚 

コ
ン
ピ
ュ

ー
タ 

図
書
室 

特
別
活
動 

教
育
相
談 

進
路
資

料
・
指
導 

８ ２ ２ ２ ２ ２ ３ １ １ １ ５ ３ １ ４ 

 

(2) 城南中学校 

   城南中学校の現在の校舎は、平成４年度に建築され、築 26 年を経過しています。体

育館については、平成８年度に建築され、築 22年を経過しています。 

   この間、大規模な改修工事としては、平成 25年度に普通教室へのエアコン設置工事、

平成 27年度に体育館の非構造部材耐震改修工事を実施しています。 

   平成 30 年度における教室の利用状況は、次の表のとおりとなっていますが、以前は

普通教室であった教室を特別教室として転用していることから、仮に愛宕中学校と城南

中学校が統合し、城南中学校が統合先になったとしても、普通教室及び特別教室は、十

分に確保できる見込みです。 

 

普 

通 

特別教室関係 

倉 

庫 

理 

科 

音 

楽 

美 

術 

技 

術 

家 

庭 

外
国
語 

視
聴
覚 

コ
ン
ピ
ュ

ー
タ 

図
書
室 

特
別
活
動 

教
育
相
談 

進
路
資

料
・
指
導 

８ ２ ２ ２ ２ ２ ２  １ １ ８ ３   
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８ 学校跡地利用の可能性について 

 愛宕中学校と城南中学校が統合した場合の学校跡地については、当該学校跡地が都市

計画法に規定する市街化区域又は市街化調整区域のいずれに位置するかによって、その

跡地利用の可能性が異なります。 

 愛宕中学校は市街化調整区域に、城南中学校は市街化区域に位置していますが、都市

計画法において、市街化調整区域は、「市街化を抑制すべき区域」と定められており、ま

た、市街化区域は、「すでに市街地を形成している区域及びおおむね十年以内に優先的か

つ計画的に市街化を図るべき区域」と定められています。 

  このため、いずれかの学校に統合したと仮定した場合、市街化調整区域に位置する愛

宕中学校の跡地利用については、公共施設や福祉施設などの用途に限定され、民間事業

者による跡地利用の可能性は低い状況となっています。一方、市街化区域に位置する城

南中学校については、公共施設や福祉施設などのほか、住宅や店舗など、民間事業者に

よる跡地利用も可能な状況となっています。 

 

９ 両校の統合に向けた検討に係るヒアリングについて 

 愛宕中学校と城南中学校の統合に向けた検討を行うに当たり、両校の現状や課題等に

ついて把握するため、両校にヒアリングを行いました。 

 また、両校に関係する小中学校のＰＴＡ及び地域コミュニティの方々にヒアリングを

行い、両校の統合に関する意見を伺いました。 

  ヒアリングの実施団体及び主な意見の内容は、次のとおりです。 

 (1) ヒアリング実施団体 

（実施団体：13団体） 

分野 団体名 実施日 

中学校 
愛宕中学校 平成 30年９月 25日 

城南中学校 平成 30年９月 28日 

中学校ＰＴＡ 
愛宕中学校ＰＴＡ 平成 30年９月 25日 

城南中学校ＰＴＡ 平成 30年 10月 10日 

小学校ＰＴＡ 

龍ケ崎小学校ＰＴＡ 平成 30年 10月 25日 

大宮小学校ＰＴＡ 平成 30年 11月９日 

川原代小学校ＰＴＡ 平成 30年 10月 18日 

龍ケ崎西小学校ＰＴＡ 平成 30年 10月 29日 

地域コミュニティ 

龍ケ崎地域コミュニティ協議会 平成 30年 10月 16日 

大宮ふるさと協議会 平成 30年 11月７日 

川原代ふれあい協議会 平成 30年 10月 23日 

龍ケ崎西コミュニティ協議会 平成 30年 10月 20日 

北文間コミュニティ協議会 平成 30年 11月 10日 
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10 両校の統合に関する基本的な考え方 

  前項までに整理した内容を基に、愛宕中学校と城南中学校の統合に関する基本的な考

え方を以下のとおり定めました。 

 

≪統合に関する基本的な考え方≫ 

 

 

 

 

 ３ページの図表に示したとおり、愛宕中学校及び城南中学校の普通学級数は、平成 30 年

度において両校とも計６学級であり、市が定める理想的な中学校の規模（計９学級以上）に

達していない状況となっており、今後も生徒数の減少は進む見込みとなっています。 

中学校における教職員の配置については、学級数に応じた掛け率を乗じて教職員を算定す

ることとなっており、10ページに示した中学校におけるモデル的教職員配置の例によると、

６学級においては、各教科とも１人の教職員の配置となるところ、９学級においては、主要

５教科において複数の教職員の配置ができることとなります。 

３ページの図表のとおり、両校が統合した場合、普通学級数が計９学級になると見込まれ、

これにより教職員数が増えることによって、例えば、より多くの教職員による多面的な観点

での指導や校内研修の活性化が期待できるなど、学校における教育活動を行っていく上では、

大きなメリットがあるものと考えられます。 

また、両校へのヒアリングでは、生徒数及び学級数が少ないことによる課題として、生徒

が互いに切磋琢磨する場が少ないこと、人間関係が固定化してしまうこと、生徒の活躍の場

が少ないこと、部活動の選択肢が少ないことなどが挙げられていますが、これらの課題に関

しても、両校の統合によって一定程度の改善が期待されます。 

なお、両校の学区内のＰＴＡや地域コミュニティへのヒアリングでは、両校の統合という

方向性について、賛成の意見が多数を占めるという結果となっています。一方で、両校の統

合を進めるよりも早く小中一貫校を設置した方がよいのではという意見や、統合によって通

学距離が長くなることから、通学路の安全確保に配慮してほしいという意見が一部で出てい

ます。 

これらの内容を総合的に勘案すると、統合によるデメリットや課題は一部であるものの、

中学生の教育環境を向上させ、教育の質を高めていくためには、両校の統合は避けられず、

むしろ積極的に進めていくべきものと考えます。 

また、「龍ケ崎市の新しい学校づくりに関する基本方針」では、施設一体型小中一貫校の

モデル校の設置を検討するとしたところですが、多くの課題を解決していく必要があり、直

ちにそれを実現することは難しいものの、当該モデル校の設置を将来像として掲げることも

必要であると考えます。 

このことから、両校の統合に向けた取組については、将来的な施設一体型小中一貫校のモ

デル校の設置を見据えながら、先行的に推進していくこととします。 

 施設一体型小中一貫校のモデル校の設置を見据えながら、愛宕中学校と

城南中学校の教育環境の向上に向けて、両校の統合を目指す。 
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 以上を踏まえ、施設一体型小中一貫校のモデル校の設置までのイメージを以下に示します。 

 

≪施設一体型小中一貫校のモデル校の設置までのイメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 龍ケ崎小学校及び龍ケ崎西小学校の学区は、愛宕中学校及び城南中学校の両学区に属しています。 

※ 川原代小学校の学区は、愛宕中学校及び城西中学校の両学区に属しています。 

※ 馴馬台小学校の学区は、愛宕中学校及び中根台中学校の両学区に属しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 川原代小学校の学区は、全ての区域が城西中学校の学区に入ることを想定しています。 

※ 馴馬台小学校の学区は、全ての区域が中根台中学校の学区に入ることを想定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

龍ケ崎小学校 

龍ケ崎西小学校 

愛宕中学校 
城南中学校 

川原代小学校
学校 

大宮小学校 

愛宕中学校区 城南中学校区 

現 

状 

 

統合後の中学校区 

統合後の中学校 

龍ケ崎小学校 

龍ケ崎西小学校 大宮小学校 

先
行
的
取
組 

 

施設一体型小中一貫校のモデル校の設置 

将 

来 

像 

馴馬台小学校 
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11 両校の統合時期について 

  愛宕中学校と城南中学校の統合時期について、以下のとおり目標を定めました。 

 

≪統合時期の目標≫ 

 

 

 

 

 ３ページの図表に示したとおり、愛宕中学校及び城南中学校ともに、平成 33 年度（2021

年度）までは、普通学級数が計６学級で推移する見込みとなっていますが、平成 34年度（2022

年度）から、愛宕中学校では計５学級になる見込みとなっています。 

 10 ページに示した中学校におけるモデル的教職員配置の例によると、普通学級数が計５

学級になると、一部の教科で教職員が配置されないという状況が生じる可能性があり、教育

環境の悪化を招くおそれがあります。 

 このため、両校の統合の時期については、愛宕中学校の普通学級数が計５学級になると見

込まれる、平成 34年（2022年）の４月が一定の目安になるものと考えられます。 

 なお、両校の統合に当たっては、様々な事項について両校の関係者が協議しながら、統合

の準備を進める必要があり、一定程度の期間を要するものと考えられます。 

 また、現在、川原代小学校の学区は愛宕中学校及び城西中学校の両学区に、馴馬台小学校

の学区は愛宕中学校及び中根台中学校の両学区に属するという状況となっており、「龍ケ崎

市の新しい学校づくりに関する基本方針」に定められた、龍ケ崎版小中一貫教育「龍の子人

づくり学習」を推進していくためには、各小学校の卒業生が同一の中学校に進学できるよう、

両校の統合に合わせて学区の見直しを検討・協議していく必要があります。 

 このため、両校の生徒数及び学級数の減少に対応するとともに、統合に向けた必要な準備

期間及び学区の見直しを検討・協議する期間を確保する必要があることから、平成 34（2022

年）４月の両校の統合を目指し、準備を進めることとします。 

 

  

 生徒数の将来推計及び統合に向けた準備期間を考慮し、平成３４年 

（２０２２年）４月の両校の統合を目指す。 
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12 両校の統合先について 

  愛宕中学校と城南中学校の統合に向けて、統合先（使用する施設）についての考え方

を以下のとおり定めました。 

 

 ≪統合先についての考え方≫ 

 

 

 

 

 11 ページにおいて、愛宕中学校及び城南中学校の施設の現状について示したとおり、両

校が統合し、生徒数及び学級数が増えたとしても、普通教室及び特別教室は、十分に確保で

きる見込みとなっています。 

 このことから、両校の統合に当たっては、愛宕中学校又は城南中学校の施設を使用するこ

とが基本になると考えます。 

 その上で、両校のいずれの施設を使用するかということについて、次のとおり比較検討を

行いました。 

 まず、通学距離については、９ページに示したとおり、愛宕中学校が統合先になった場合

は、最も遠い地区からの通学距離が現状と変わらず約 6.5㎞であるのに対し、城南中学校が

統合先となった場合は、最も遠い地区からの距離は約 7.8㎞となることから、国の通学距離

に関する基準である６㎞を大きく上回ることとなります。 

 また、両校の統合後の跡地活用という観点では、愛宕中学校は市街化調整区域に、城南中

学校は市街化区域に位置していることから、城南中学校の敷地の方が跡地利用の選択肢が広

いという現状となっています。 

 さらに、両校の学区内のＰＴＡや地域コミュニティへのヒアリングでは、部活動の面で弓

道場がある愛宕中学校に統合することになるのではないかという意見や、統合後の跡地活用

という点では、城南中学校の方が利用価値があるので、愛宕中学校に統合した方がよいので

はないかという意見のほか、愛宕中学校への統合を薦める意見が複数の団体で出ています。 

 以上、複数の観点から比較検討を行った結果、愛宕中学校を統合先の候補として、両校の

統合に向けた準備を進めることが適当であると考えます。 

 

  

 既存の学校施設を使用することを基本とし、諸条件を考慮の上、愛宕中学

校を統合先の候補として、両校の統合に向けた準備を進める。 
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13 両校の統合に向けたスケジュール 

  平成 34年（2022年）４月の愛宕中学校と城南中学校の統合に向けて、現時点で想定

するスケジュールを以下に示します。 

  なお、両校の統合に向けては、学校、ＰＴＡ、地域コミュニティなど、両校の関係者

と十分に協議を行いながら、準備を進めることとします。 

  また、両校の統合に合わせ、各小学校の卒業生が同一の中学校に進学できるよう、川

原代小学校及び馴馬台小学校の学区の見直しについて、検討・協議を進めることとしま

す。 

 

  ≪統合に向けたスケジュール≫ 

平成 30年度 

（2018年度） 

 

平成 31年度 

（2019年度） 

 

平成 32年度 

（2020年度） 

 

平成 33年度 

（2021年度） 

 

平成 34年度 

（2022年度） 

 

  

「愛宕中学校と城南中学校の統合

に向けた基本方針」策定 

学校、ＰＴＡ、地域コミュニティ

等と意見交換 

統合準備委員会設立準備 

統合準備委員会設立 

・統合準備委員会における協議・

調整 

・統合に向けた諸準備 

「龍ケ崎市立学校設置条例」の改正 

学区の見直しについて検討・協議 

（主に川原代小学校・馴馬台小学

校の学区について） 

龍ケ崎市学区審議会への諮問 

龍ケ崎市学区審議会からの答申 

愛宕中学校と城南中学校の統合 


